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はじめに 

 トランプ政権主導のアメリカとイスラエルによるイラン攻撃を受け、イラン

がホルムズ海峡を閉鎖する事態となった。収束しないロシアによるウクライナ

侵攻も加え、エネルギー価格の高騰、供給途絶リスクが高まり、政治・経済面

で国際的に大きな影響を与えている。 

日本国内においてもナフサ不足が様々な製品の製造に影響を与えつつある。

今のところ、当工業会の所管製品への影響はないものの、今後も継続するよう

だと影響が生じることが懸念される。高市政権の下、年明けに行われた衆議院

選挙で単独で 3 分の 2 を超える議席を占めた与党自民党と、閣外協力という形

で連立与党となった日本維新の会が、この問題をはじめとしたエネルギー政策

にどのように取り組んでいくのか注目されるところだ。 

国内の LP ガス情勢に目を向けると、中東からの輸入が少ないことから供給

問題に対する心配は小さいものの、昨年 2 月に閣議決定した第７次エネルギー

基本計画において 2050 年のカーボンニュートラル実現が目標に掲げられたこ

とで、グリーンエネルギーへの対応が課題となっている。これを受け、日本

LP ガス協会は「LP ガス産業 2050 ミッション」及び「LP ガス産業 2030 ア

ジェンダ」を策定した。この中で 2050 年のカーボンニュートラル化に向けた

移行段階の対応として、2030 年頃の rDME 混合 LP ガスの実用化を掲げてい

る。既に産学官合同の実用化 WG を設置し検討が進められており、当工業会に

対しても現行製品の評価試験方法の検討、試験の実施と評価などを求めている。 

 一方、経済産業省ガス安全室は、本年 3 月に 2021 年に制定した「液化石油

ガス高度化計画 2030」の中間評価及び計画の見直しを行った。現時点で安全

高度化指標を下回る項目として「質量販売における傷害事故」、「消費者および

その他起因による傷害事故」、「業務用施設での傷害事故」が挙げられ、対策を

強化していくこととなった。 

 こうした背景の中、当工業会では事故防止を大前提にカーボンニュートラル

化に向けた業界方針に協力するため、技術 WG 中心に rDME の情報収集、現

行品の安全性の確認方法の検討を行った。 

一方、LP ガスの事故対策及び自然災害対策として、地区会を中心に 47 都道

府県 LP ガス協会を訪問し、各種保安啓発資料の配布、講習会の実施を通じて、

LP ガス販売事業者へ周知を行った。 

 以下、2025 年度に実施した事業を記載する。 



 

 

Ⅰ 保安啓発事業 

 

1 保安広報事業 

1.1 保安広報資料の作成及び周知による保安啓発 

LP ガス販売事業者、一般消費者等を対象に保安啓発資料を作成し、地区会

等を通じて周知を行った。本年度に作成・検討した資料は以下のとおり。 

・集合装置の交換促進ならびに容器交換時の注意事項等をまとめた販売事業者

向け供給機器ニュース 

・調整器まわりの注意事項をまとめた販売事業者向けパワーポイント 

・配管用フレキ管の破損防止を促す消費者向けパンフレット 

 

1.2 ホームページ、新聞、インターネット等による保安啓発 

1.2.1 ホームページによる保安啓発 

 ホームページに LP ガス販売事業者、一般消費者向けの保安情報を掲載した。 

 

1.2.2 新聞等による保安啓発 

 業界広報誌、業界新聞へ LP ガス販売事業者向けの保安情報を掲載した。本

年度は、ガス栓の点検・交換を促進するため、保安共済事業団広報、業界新聞

などの業界紙に加え、主婦連合会広報紙等に広告掲載を行った。 

 

2 地区会保安推進活動 

会員企業で構成する全国 10 地区会を通じて、都道府県 LP ガス協会に「消

費者団体への広報資料配布協力の要請」及び「供給・消費告示改正の講習会の

実施状況の確認と再講習の要請」を中心に情報交換を行った。今年度の都道府

県協会訪問及び講習会等実施実績は以下のとおり。 

 

・県協会訪問：47 都道府県協（73 回） 

北海道地区会：1 道協（16 回） 東北地区会：6 県協（6 回） 

関東地区会：8 都県協（9 回） 東海地区会：4 県協（4 回） 

信越地区会：2 県協（4 回） 北陸地区会：3 県協（3 回） 

関西地区会：6 府県協（6 回） 中国地区会：5 県協（5 回） 

四国地区会：4 県協（4 回） 九州地区会：8 県協（16 回） 



 

 

・保安講習会：15 都道県（66 会場） 

「自然災害と安全機器」 

信越地区会：1 県協（9 会場） 中国地区会：1 県協（5 会場） 

「供給・消費告示の改正概要」 

北海道地区会：1 道協（2 会場） 東海地区会：2県協（12会場） 

中国地区会：1 県協（5 会場） 

「供給機器の期限管理について」 

関東地区会：2 都県協（2 会場） 北陸地区会：2 県協（5 会場） 

中国地区会：2 県協（4 会場） 四国地区会：1 県協（6 会場） 

「マイコンメーターの保安機能」 

北海道地区会：1 道協（4 会場） 九州地区会：1 県協（1 会場） 

「業務用厨房における事故対策」 

北海道地区会：1 道協（2 会場） 東海地区会：1 県協（5 会場） 

中国地区会：1 県協（1 会場） 九州地区会：1 県協（1 会場） 

「金属フレキシブルホースの安全な取り扱い」 

九州地区会：1 県協（1 会場） 

「ガスの元栓にも寿命があることを知っていましたか」 

九州地区会：1 県協（1 会場） 

・その他 

東海地区会：愛知県 LP ガス協会お客様懇談会、 

愛知県高圧ガス移動防災訓練に参加 

中国地区会：七協議会連絡会議に参加 

四国地区会：香川県高圧ガス保安大会に参加 

九州地区会：佐賀県 LP ガス協会保安委員会に参加 

 

3 教育事業 

3.1 外部向け講習会の実施 

 都道府県、LP ガス協会などの要望に応じて講習会を実施した。本年度の実

施状況は以下のとおり。 

・元売り企業「調整器・ホース・ガス栓について」、「マイコンメーターの保安

機能について」 

 



 

 

3.2 会員向け講習会の実施 

 地区会、会員企業の要望に応じて講習会を開催した。本年度の実績は以下の

とおり。 

・東海地区会「供給・消費告示の改正概要」 

・会員企業「金属フレキシブルホースに関する法令、基準等について」 

 

4 消費者相談事業 

一般消費者、LP ガス販売事業者等からの質問、クレーム、意見等に対し、

随時対応した。内容は以下のとおり。 

 

相談者 件数  相談内容 件数  相談分類 件数 

販売事業者 126  機器・設備 208  質 問 578 

会員企業 118  法律・基準 207  相 談 7 

工事事業者 109  防火区画 105    

一般消費者 70  期限管理 59    

行政庁 56  その他 6    

関係団体 35       

県協会 26       

その他 45       

合 計 585  合 計 585  合 計 585 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ 保安対策事業 

 

1 調査研究事業 

1.1 LP ガス市場動向の調査 

 LP ガスの市場動向について、行政、関係団体を通じて調査し、必要に応じ

て情報交換や協業に向けた検討を行った。本年度の取り組みは以下のとおり。 

・当工業会役員と METI ガス安全室長との間で意見交換会を実施し、最近の保

安行政について情報収集するとともに rDME混合LPガス導入における懸念

点など当工業会の要望を伝えた。 

・日本ガス石油機器工業会との情報交換及び協業の検討を実施した。当工業会

からは、ビルトインコンロの接続について要望を伝えた。 

・日本 LP ガス協会と rDME 混合 LP ガス及びグリーン LPG について情報交

換を行い、技術 WG に情報展開した。 

・全国 LP ガス協会の保安委員会に出席し、保安活動の情報収集を行った。 

・業界新聞社を通じて海外の rDME 混合 LP ガス動向について情報収集した。 

 

1.2 環境が機器へ及ぼす影響の調査 

1.2.1 塩害影響調査 

塩害環境が調整器及びマイコンメーターに与える影響を調査するため、日本

ウエザリングテストセンター（宮古島）で屋外暴露試験を実施した。 

 

1.2.2 防水型ガス栓の屋外環境による影響調査 

寒暖の繰り返しがガス栓に与える影響を調査するため、日本ウエザリングテ

ストセンター（旭川）で屋外暴露試験を実施した。 

 

2 事故対策事業 

2.1 LP ガス事故の分析 

経済産業省が委託実施している 2024 年の事故概要を分析した。 

2024 年の総事故件数は 217 件で、このうち当工業会の所管製品に関連する

事故は 76 件（35％）であった。内訳は以下のとおり。 



 

 

 

（概 要） 

・ガス栓 9 件のうち、ホースガス栓が 7 件で、原因はすべて誤開放事故 

・所管製品の雪害事故は 5 件（調整器 2 件、高圧ホース 2 件、メーター1 件） 

・配管用フレキ管の事故が 18 件と多く、うち 9 件が消費者起因事故 

・所管製品以外を含む総事故をみると、他工事事故が 71 件と高止まり 

・質量販売における事故が 9 件で、特にキッチンカーでの事故が増加傾向 

なお、2025 年の事故件数は 277 件であった（事故概要は未公表）。 

 

2.2 製品関連事故防止事業 

2.2.1 燃焼器との接続方法の検討 

告示に適合した接続を行うため、業務用燃焼器の入口形状の変更について業

界団体等と意見交換を行うための資料について検討を行った。 

 

2.2.2 供給管からのガス漏れ対策の検討 

他工事事故等による供給管からのガス漏れについて、既存の設備を利用した

対策等を検討した。 

 

2.2.3 適正なねじの締付力の検討 

過剰なねじ締付けによる製品破損を防止するため、ねじの締付けトルク範囲

を周知するに伴い、安全を担保するための確認試験を実施した。 

 

3 規格基準事業 

3.1 自主基準検討事業 

3.1.1 JLIA 基準の制定・改定 

告示改正及び JIS 制改定への対応、近年の製品仕様の変更に伴い、JLIA 基
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準の改定案（調整器、燃焼器用ホース）及び制定案（マイコンメーター、配管

用フレキ管、金属フレキシブルホース）の検討を行った。 

 

3.1.2 取扱説明書案の検討 

ガスコードの屋外使用に伴う取扱説明書への追記事項について、屋外使用の

範囲の整理を含めて検討を行った。 

 

3.1.3 取説の電子化に伴う周知方法の検討 

取扱説明書の電子化が進むなか、製品に添付すべき情報について、製品ごと

に検討を行った。 

 

3.1.4 消費機器への QR コードの検討 

 リコール発生時におけるリスク軽減を目的に保安台帳に記載すべき消費機

器の情報と製品に表示する QR コードへの情報の反映について検討を行った。 

 

3.2 法令・業界基準等の改正への対応 

3.2.1 業界基準の改正 

防火区画貫通可能材料をまとめた消防庁通達に配管用フレキ管を加えても

らうため、高圧ガス保安協会発行の「液化石油ガス配管用フレキ管施工マニュ

アル」の防火区画貫通時の施工方法について加筆・修正の要望を行った。 

 また、検査孔キャップの樹脂化について LIA 検査規定を変更することを目的

に実施すべき試験内容の検討と、試作品による評価試験を実施した。 

 

3.2.2 JIS の検討 

JIS S 2145「ガス用金属フレキシブルホース」の原案作成委員会に参加し、

改正案の内容について検討を行った。 

また、JIS S 2120「ガス栓」の原案作成委員会の開催に先立ち、原案作成団

体である日本ガス機器検査協会と事前の意見交換を行った。 

 



 

 

Ⅲ 普及促進事業  

 

1 広報事業 

1.1 広報活動 

新製品の資料及び当工業会で集計したデータ等について、業界団体、業界新

聞社等の関係機関へ周知を行った。主な集計データは以下のとおり。 

・期限管理の実態調査（調整器、高圧・低圧ホースの都道府県別出荷データ） 

・ガス放出防止型単段調整器の普及調査（都道府県別の出荷状況） 

・ガス栓カバーの出荷数調査 

 

2 業界動向調査事業 

2.1 統計調査 

2.1.1 生産予測調査 

所管製品に関する生産実績、月末在庫数量、都道府県別出荷実績、輸出実績

等について集計を行った。また、次年度の生産予測を行い関係者へ提供した。 

2026 年度の生産予測は別表 1 のとおり。 

 

2.1.2 輸出数量 

所管製品の輸出数量を集計し、関係者へ提供した。本年度の輸出数量及び輸

出国は、以下のとおり。 

 

品 目 数 量 対前年度増減 

ガス栓 10,560 +10,150 

調整器 30,680 -12,699 

高圧ホース 10,631 +2,050 

マイコンメーター 32,540 -32,525 

逆止弁付根元バルブ 6,630 -13,521 

対震自動ガス遮断器 1,100 -562 

ガス漏れ警報遮断装置 2 +2 

 

 



 

 

（輸出国） 

インドネシア、クウェート、シンガポール、スリランカ、タイ、台湾、中国、 

ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、香港、マレーシア、南アフリカ 

 

2.2 行政施策調査 

行政の施策動向を調査し、会員企業に対し、迅速な情報提供を行った。 

 

2.3 関連業界動向調査 

各種事業の検討に資する関連業界の情報収集を行った。 

 

3 協力事業 

3.1 行政機関・他団体等への支援協力 

3.1.1 行政機関への支援協力 

METI ガス安全室からの要請を受け、今年度も「液化石油ガス安全高度化計

画 2030」に対する当工業会の取組みについて資料をまとめた。 

 

3.1.2 他団体事業への支援協力 

全国 LP ガス協会からの要請を受け、ガスメーターの検満延長並びに認定販

売事業者における容量 30kg/h を超える調整器及び長さ 1.2m を超える高圧ホ

ースの取扱いについて意見交換を行った。 

また、七協議会事務局からの要請を受け、七協議会連絡会議に参加した。 

 

3.1.3 外部会議への参加（外部委員会等の登録者） 

3.1.3.1 行政機関主催会議への参加 

経済産業省が主催する審議会へオブザーバーを派遣し、会議に参画した。 

a) 産業構造審議会 ·························································· 榎本専務理事 

 

主たる審議内容は、液化石油ガスの保安に関する事項。本年度は液化石油

ガス安全計画 2030 に対する進捗報告及び 5 年が経過時点での内容の見直し

が行われた。 

 

 



 

 

3.1.3.2 他団体主催会議への参加 

関係諸機関の主催する会議へ委員を派遣し、審議に参画した。 

a) 高圧ガス保安協会（KHK） 

・評議員会 ········································································· 丸茂会長 

・LP ガス安全委員会 ··························································· 丸茂会長 

・同・実行委員会 ·························································· 榎本専務理事 

・液化石油ガス規格委員会 ·············································· 榎本専務理事 

・同・液化石油ガス器具等関係基準分科会 ······························ 安田委員 

・同・液化石油ガス器具等関係基準解釈専門分科会 ·················· 安田委員 

・同・液化石油ガス設備設置基準等分科会 ········· 山岸委員、水越事務局長 

・同・液化石油ガス設備設置基準等解釈専門分科会 

 ·································· 山岸委員、水越事務局長 

・液化石油ガス義務講習分科会 ······································· 榎本専務理事 

  ・第二種販売分科会専門委員 ········································· 水越事務局長 

・第二種販売等講習・検定分科会専門委員 ······················· 水越事務局長 

 

主たる審議内容は、KHK の運営、技術基準の制定・改廃、一般消費者を

対象とした安全高度化に係わる事業の推進。 

 

b) 日本エルピーガス機器検査協会（LIA） 

・理事会 ········ （理事）丸茂会長 、前口副会長、星加副会長、大山理事 

 （監事）藤井理事 

・評議員会 ········ 榎本専務理事、秋山理事、河内理事、磯部理事、 

高野理事、伊藤監事、井澤監事 

・マネジメントシステム審査登録制度運営委員会 ··············· 榎本専務理事 

・検査規程等検討委員会 ················································· 榎本専務理事 

・JIS 認証運営委員会 ···················································· 榎本専務理事 

・製品認証運営委員会 ···················································· 榎本専務理事 

 

主たる審議内容は、LIA の運営（料金改定等）、マネジメントシステム・

JIS 認証、検査規程類の改廃に関する事項。 

 



 

 

c) 日本 LP ガス団体協議会（日団協） 

・理事会 ····································· 丸茂会長、前口副会長、榎本専務理事 

・政策委員会 ································································ 榎本専務理事 

・需要開発委員会 ····························································· 中村委員長 

・保安委員会 ······································································ 山岸委員 

 

主たる審議内容は、日団協の運営、LP ガスの政策・需要開発・保安に関

する事項。 

 

d) エルピーガス振興センター 

・理事会 ······································································ 榎本専務理事 

・石油ガス販売事業者構造改善推進事業審査委員会 ············ 水越事務局長 

 

主たる審議内容は、振興センターの運営に関する事項。 

 

e) 全国 LP ガス保安共済事業団 

・第三者被害救済見舞金審査委員会 ································· 水越事務局長 

 

主たる審議内容は、第三者被害救済見舞金の対象範囲の明確化を目的とし

た規程類の改定に関する事項。 

 

f) 製品評価技術基盤機構（NITE） 

・製品認証機関評定委員会 ·············································· 榎本専務理事 

 

3.1.4 LP ガス安全促進協議会による共同事業 

安促協加盟団体と共同で、LP ガス流通団体、消費者団体、行政庁等との連

携を図る。特に 4 団体の共通目標である機器の交換促進に注力する。 

 



 

 

Ⅳ 品質保証事業 

 

1 品質保証事業 

1.1 生産物賠償責任保険（PL 保険）への加入 

損害賠償保険規程に基づき、PL 保険の契約を行った。 

 

1.2 保証書及び期限管理シールの発行 

製品別に保証書を発行したほか、取扱説明書、交換期限表示シールの発行を

行った。本年度の発行枚数は以下のとおり。 

 

品 目 発行枚数 

保証書 6,369,400 

配管用フレキ管取扱説明書 120,000 

交換期限表示シール（調整器） 851,400 

交換期限表示シール（高圧・低圧ホース） 2,222,200 

 
交換期限表示シール（ガス栓） 1,182,500 

 

 

1.3 防火区画貫通工事に関する事業 

配管用フレキ管の防火区画貫通工事に伴う製品保証事業として、性能評定書

の更新手続き及び、防火区画貫通評定マーク（FESC マーク）の申請受付を行

った。本年度の受付件数は 30 件で、発行枚数は、床貫通部 2 枚、壁貫通部 3,380

枚の合計 3,382 枚であった。 

 

 

 

Ⅴ その他事業 

 

1 法廷手続の支援 

液石法に基づく LP ガス器具等の製造及び製造事業者に関する法定手続きに

ついて書類の作成・提出を行った。本年度の手続きは、0 件だった。 

 



 

 

Ⅵ 報告事項 

 

1 会議開催状況 

本年度の会議開催状況は、以下のとおりである。 

開 催 会 議 回 数 

定時総会 1 回 

代表者会議 0 回 

理事会 4 回 

監査役会 1 回 

保安啓発委員会 3 回 

各保安啓発ＷＧ 1 回 

調査研究委員会 2 回 

予防保全委員会 0 回 

総務委員会 2 回 

各技術ＷＧ 23 回 

その他会議 2 回 

全国地区会長会議 2 回 

地区会関係 25 回 

工業会会議 合計 66 回 

関 連 会 議  合 計 54 回 

 

2 会員数 

本年度の期末会員数は次のとおりである。 

 

 期首会員数  正  会  員   42 社 

        一号賛助会員   4 社 

        二号賛助会員   2 社 

 

 期末会員数  正  会  員   41 社 

        一号賛助会員   4 社 

        二号賛助会員   2 社 

 



《別表1》
2025年度　生産数量

区　　　　　分 上期 下期 合計 生産計画 計画達成率 前年比

ヒューズガス栓 173,487 154,035 327,522 378,000 86.6%  81.5%  

ねじガス栓 639,245 627,416 1,266,661 1,189,000 106.5%  99.7%  

可とう管ガス栓 475,653 415,908 891,561 976,000 91.3%  90.6%  

ガス栓　　　　　計 1,288,385 1,197,359 2,485,744 2,543,000 97.7%  93.6%  

単段調整器5キロ以下 82,056 67,012 149,068 146,000 102.1%  100.5%  

　　〃　　6キロ以上 11,064 11,410 22,474 21,000 107.0%  109.0%  

単段調整器   　 計 93,120 78,422 171,542 167,000 102.7%  101.6%  

自動切替調整器（小型） 539,788 469,372 1,009,160 1,054,000 95.7%  102.6%  

 　　　〃　　 （中型） 59,638 52,599 112,237 130,000 86.3%  99.1%  

自動切替調整器　計 599,426 521,971 1,121,397 1,184,000 94.7%  102.2%  

二段減圧式調整器 20,017 16,545 36,562 37,000 98.8%  98.7%  

圧力調整器合計 712,563 616,938 1,329,501 1,388,000 95.8%  102.1%  

高圧ホ－ス　連結用 45,223 42,562 87,785 79,000 111.1%  103.6%  

　　〃　 　 集合用 1,608,104 1,412,548 3,020,652 2,956,000 102.2%  100.2%  

高圧ホース　　　計 1,653,327 1,455,110 3,108,437 3,035,000 102.4%  100.3%  

継手金具付低圧ホ－ス 153,102 120,730 273,832 272,000 100.7%  101.8%  

燃焼器用ホ－ス（ねじ） 121,190 128,892 250,082 271,000 92.3%  98.6%  

ガスコード 54,476 63,981 118,457 95,000 124.7%  130.1%  

燃焼器用ホース  計 175,666 192,873 368,539 366,000 100.7%  106.9%  

ホ－スバンド 1,260,000 1,275,000 2,535,000 2,521,000 100.6%  65.0%  

ガス放出防止器 500 500 1,000 3,000 33.3%  90.9%  

対震自動ガス遮断器 1,000 0 1,000 1,000 100.0%  50.0%  

配管用フレキ管(m) 2,042,730 2,044,440 4,087,170 5,119,000 79.8%  87.4%  

フレキ管継手 674,085 656,444 1,330,529 1,674,000 79.5%  76.1%  

金属フレキシブルホース 208,251 216,958 425,209 456,000 93.2%  97.1%  

逆止弁付根元バルブ 231,000 192,000 423,000 468,000 90.4%  90.9%  

ガス漏れ警報遮断装置 3,469 3,762 7,231 7,000 103.3%  98.6%  

漏洩検知部 52,874 50,680 103,554 114,000 90.8%  95.9%  

マイコンメーター 1,109,795 1,046,709 2,156,504 1,943,000 111.0%  123.7%  

合　　　　計 9,566,747 9,069,503 18,636,250 19,910,000 93.6%  89.8%  
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